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Ⅰ はじめに 

１ 本研究の目的 

本研究の目的は、本県高等学校における地域連携の現状調査により、その成果と課題を

明らかにし、本県高等学校においてコミュニティ・スクール導入の可能性を探ることであ

る。そのために、全国でコミュニティ・スクールを導入している高等学校の導入までの経

緯や成果と課題、及び、本県高等学校の地域連携の取り組みの現状や成果と課題について

調査し、これらの調査から明らかになったことを分析・検討することで、本県高等学校に

おける地域連携の推進の一つの方法であるコミュニティ・スクールの導入の可能性を探っ

た。 

２ 主題設定の理由 

現在、県内の多くの小・中学校にコミュニティ・スクールが導入され、学校と地域の連

携が行われている。また、本県独自の、学校と地域の連携・協働のしくみである教育振興

運動の理念を継続しながら、コミュニティ・スクールを導入することにより、それぞれの

市町村や学校の運動推進の実状を踏まえた方策が進められている。本県では、コミュニテ

ィ・スクールの導入によって教育振興運動の現状を見直し、今後より望ましい姿に改善す

る、あるいは活性化を図る絶好の機会として捉え、適切な役割分担で持続可能な仕組みを

構築していくことが必要となっている。 

このように、地域とのつながりが深い小・中学校では、地域連携について組織として取 

り組みが継続されてきた。しかし、高等学校での地域連携の取り組みについては、学区が

広域であることから、地域にとって縁遠い存在のイメージがあり、必ずしも推進されてい

るとはいえない状況にある。全国のコミュニティ・スクールの導入を見ても小・中学校が

中心で、高等学校での導入は平成 30 年度に急激に増加したものの、まだ少ない。 

本県でも、高等学校における地域連携の取り組みは、多くの学校で実施されている。し

かし、その形態は学校によって異なり、地域連携の活動内容も様々であると考えられる。

また、教員の異動などによる活動の継続の難しさや、取り組みの成果のわかりにくさ、活

動時間の確保、また教育課程上の取り扱いなど、活動の継続には様々な課題が多いのでは

ないかと推測される。またコミュニティ・スクールの導入についても、制度の内容があま

り知られていないという現状もあり、導入するまでには至っていない。 

そこで、県内高等学校に、現在取り組んでいる地域連携についてアンケート調査を行い、

各学校で行われている地域連携の取り組みの実態を明らかにすることで、取り組みの実施

内容や方法、成果と課題をまとめ、その課題の解決の糸口を考えたい。また、全国でコミ

ュニティ・スクールを導入している高等学校の導入後の成果や課題を調査し、その課題の

解決の糸口を考えることで、本県高等学校における地域連携の推進の一つの方法であるコ

ミュニティ・スクール導入に向けての手立てを探っていきたいと考え、本主題を設定した。 



 

３ 先行研究 

本研究に迫るための前提として「地域連携の必要性」や「学校と地域との連携」「高等学

校における地域との連携による学習」の３つの視点から先行研究をみていく。 

一つめの「地域連携の必要性」について成果と課題をまとめる。岩本(2019)は「学校が

多様な主体と協働しながら生徒や学校の課題を解決していくことが必要になってきている」

と述べている。さらに、後藤(2008)は、地域連携に取り組むことでの成果について、「学校

と地域のネットワーク構築、地域に開かれた学校づくりによる保護者、地域の学校理解と

信頼感の向上」や「地域の人材や教材を活用する地域特有の教育によって、生徒たちの地

域愛着が向上し、新しい人材としての地域貢献も期待できる」と述べている。しかし、課

題として、後藤（2008）は「地域の弱体化による人材不足、予算不足」をあげ、そのため

には、「学校が中心となって地域に働きかける、学校における地域づくりが必要になる」と

述べている。また、八尾坂(2012)は「コミュニティ・スクールの認知度が低いこと」「その

意義・有効性が十分理解されていないこと」などをあげている。 

二つめの「学校と地域との連携」について成果と課題をまとめる。中央教育審議会(2005) 

「新しい時代の義務教育を創造する（答申）」では「学校運営協議会制度（コミュニティ・

スクール）や学校評議員制度の積極的な活用を通じて、保護者や地域住民の学校運営への

参画を促進する必要がある」と述べている。また、八尾坂(2012)は、コミュニティ・スク

ールの成果として、「教育目標・学校経営方針の策定、学校評価への地域住民・保護者の参

画や意見・要望の反映などが進み、よりよい学校運営の実現に寄与している」ことや「特

色ある教育活動の充実・活性化が図られている」こと、さらに「地域に開かれた信頼され

る学校づくりが進んでいる」ことをあげている。しかし、課題として、佐藤(2016)は、「学

校評議員や学校支援地域本部事業との違いが区別されていないこと」をあげ、この背景に

は「コミュニティ・スクールに対する理解不足がある」と述べている。長畑(2015)は、コ

ミュニティ・スクールの課題として「教職員・地域・保護者のコミュニティ・スクールへ

の理解・関心が低い。管理職や担当職員、地域住民の活動負担が大きい。地域社会との恒

常的な連携・協働の仕組みづくりが不十分」と述べている。そのほか、日渡(2016)は、活

動が形骸化している「名ばかりコミュニティ・スクール」の存在が指摘されてきたことや、

学校運営協議会制度が学校や地域の実情に合わなかったケースもあると述べている。 

三つめの「高等学校における地域との連携による学習」の成果についてまとめる。文部

科学省(2018)は、高等学校で地域との連携による学習を行う意義を、「地域の差し迫った課

題を、高校生自らが地域と協働して解決していく地域課題解決型学習を実施するなど、高

等学校と地域の双方向的な魅力を発信することにより、これからの時代に必要な生徒の主

体性や協働性の育成に資することも期待される」と述べている。また、岩本(2019)は、「高

等学校において生徒が地域にあるさまざまな産業や暮らし、地域の課題や魅力、未来に対

する探究を深められる機会があることは、教育の観点だけでなく地方創生の観点からも重

要」であるとしている。 

Ⅱ 地域連携に関する実態調査 【全国・県内高等学校（管理職・教員）】 

 全国でコミュニティ・スクールを導入している高等学校 100 校（有効回答率 52％）と、 

県内高等学校すべての管理職（64 校）、抽出校(13 校)の教員に、地域連携の取り組みや成 

果と課題について質問紙調査を依頼し、調査からわかったことを分析・検討した。 



 

１ 全国のコミュニティ・スクール導入校への質問紙調査の結果 

全国のコミュニティ・スクール導

入校への質問紙調査から、全国の導

入校では、その成果を実感している

ということがわかった。導入した成

果の調査結果は図１のとおりであ

る。この調査は６件法により行った。

また、調査全体で明らかになったこ

とは次の２点である。 

一つめは、コミュニティ・スクー

ルを導入したことで、地域連携にお

ける取り組みが大きく変化したと

いう学校は少なく、以前より行われ

ていた地域連携を継続して行って

いる学校が多いということである。

また、学校運営協議会委員の経歴や

学校運営協議会で協議した議題の

調査結果を見ても、現在の学校評議

員の経歴や学校評議員会の議題内

容と協議内容が類似している。この

ことから、コミュニティ・スクール

を導入することによって、地域連携

の取り組みを大きく変化させたり、新たな取り組みを行ったりする必要はなく、県内の各

学校で現在行われている取り組みを継続させながら、学校運営協議会をより効果的な地域

連携の体制づくりとして活用していくことができるのではないかと考えられた。 

二つめは、コミュニティ・スクールの導入に関する課題として、多忙化につながるとの

回答が多かったことである。調査結果からは、コミュニティ・スクールを担当している管

理職、教員への負担が課題としてあげられた。この課題の改善に向けて、教員や学校運営

協議会委員に対し、コミュニティ・スクールの取り組みの説明を行ったり、研修会等への

参加を促したりといった工夫を行っている（図２）。このことから、コミュニティ・スクー

ルの導入・運営を行うためには、コミュニティ・スクールの成果について教員が理解する

必要があることがわかった。また、コミュニティ・スクールの業務内容について、教員や

学校運営協議会委員が共通理解して運営することで、導入後もその成果が十分に活かされ

ていくのではないかと考えられた。 

２ 県内高等学校における地域連携に関する質問紙調査の結果 

県内高等学校への質問紙調査から、本県では多くの高等学校で活発な地域連携の取り組

みを行っており、その成果も認識されているということがわかった。図３は特に成果のあ

った地域連携の取り組みについて教員を対象に自由記述による調査を行ったものである。

樋口(2014）のＫＨコーダーによる計量テキスト分析を行い、サブグラフ（媒介）検出によ

る共起ネットワークを描いた。太い実線の部分には「進路、企業、見学、講演、キャリア、

図２ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙの導入･運営に必要と思われる取り組み 

 

 

図１ コミュニティ・スクールを導入した成果 
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教育」が多く抽出され「進路講演会

や企業見学会などのキャリア教育

を実施」したことが読み取れ、点線

の部分には「探究、時間、課題、解

決、学習」が多く抽出され「探究の

時間における課題解決学習」を行っ

たことが読み取れる。この結果から

各校の実態に合わせた地域連携の

取り組みが行われ、成果が認識され

ていることがわかった。また、調査

全体で明らかになった点は次の２

点である。 

一つめは、地域連携の取り組みに

対し、管理職、教員ともに負担増を

課題としてあげていることである

（図４）。この調査は６件法により

行った。具体的には、地域連携の取

り組みを行う際の校内の地域連携担

当者の負担が大きいこと、教員全体

の多忙化につながるなどの回答があ

げられた。しかし、生徒の学習意欲・

学力向上につながりにくい、という

回答は低く、地域連携の取り組みに

よる生徒への学習効果について理解

しているということもわかった。こ

のことから、地域連携を行う際の負

担を改善する方法として、地域連携

を進める上で、校内体制を構築すること

が必要ではないかと考える。そのこと

が、地域連携担当者への負担を減らし、

学校、地域双方にとって継続しやすい地

域連携の取り組みへとつながるのでは

ないかと考えられる。 

二つめは、本県高等学校の教員のコミ

ュニティ・スクールに関する認知度が低

いということである。調査結果から、県

内の多くの教員がコミュニティ・スクールについての理解が低いということがわかった（図

５）。このことから、今後、本県でコミュニティ・スクール導入を推進していくためには、

教員へのコミュニティ・スクールの周知を図り、さらに、その成果についての理解を進め

ていくことが必要になるのではないかと考えられる。 

 図３ 成果があった地域連携の取り組み(教員) 

図５ コミュニティ・スクールの認知度(教員) 

 

 

図４ 地域連携の取り組みを行う際の課題(比較) 

 

 



 

Ⅲ 実践のための現状把握 

Ⅱ章で行った地域連携に関する調査結果

から「地域連携の取り組みの成果の理解」「継

続可能な校内体制の構築の必要性」「コミュ

ニティ・スクールの周知の必要性」の３つの

課題が明らかになった。この課題を解決する

ため、現状把握のための追調査を実施し、そ

の結果から手立てを検討し、実践へつなげる

こととした。課題、現状把握、手立て、実践、

の流れについてまとめたものを図６に示す。 

１ 県内小・中学校の地域連携の把握 

県内の小・中学校の地域連携の実態を把握

するため「県内小・中学校の地域連携の把握

とコミュニティ・スクールの導入状況」や「県

内小・中学校コミュニティ・スクール導入校

の実態の把握」「県内小学校の実態」「県内中

学校の実態」の調査を実施した。 

県内小・中学校の調査結果から、①地域の

特性・特色を生かした学校と地域の協働によ

る学校支援体制づくりが行われていること、②地域連携担当教員や地域コーディネーター

を窓口にした地域連携の取り組みの校内体制が構築されていること、③学校の組織として

のマネジメント力が果たされていること、という３点について実態を把握することができ

た。図７は、実態調査により把握した県内Ｍ小学校の校内体制をまとめたものである。 

２ 県内高等学校におけるコミュニティ・スクールの導入状況の把握 

県内高等学校におけるコミュニティ・スクールの導入状況について把握するため、今年 

度県内でコミュニティ・スクールを導入した高等学校（以下Ｎ校と記述）について調査を

行った。 

（１） Ｎ校の学校運営協議会の実態 

 県内のＮ校は令和２年４月に学校運営協議会を設置し、県内初のコミュニティ・スクー

ルとなった。今年度、学校運営協議会を３回行うことを予定している。 

第１回、第２回のＮ校の学校運営協議会へ参加して明らかになったことは、①学校と地

域の相互関係や信頼関係が深まっていること、②学校運営協議会で、各委員が当事者とし

て「熟慮」と「議論」を重ねながら課題解決を目指す対話が行われていたこと、③各委員

は学校や地域の現状や課題、目標、ビジョンの共有ができた上で目標に向けた取り組みを

考えており、学校と地域が対等の立場で協力して共に活動していること、④校長は最終意

思決定者として地域の動きを敏感に察知して、それに対応した学校運営を行い、教職員と

地域とを効果的につなぐ配慮も行いながら強いリーダーシップを発揮していること、の４

点である。今後は、校長のリーダーシップのもとに、現在行われている地域連携の取り組

みへの学校運営協議会の関わりが増え、取り組みの適切な役割分担がなされていくことで、

教員への負担が減っていくことも可能ではないかと思われた。 

図６ 課題と手立てのまとめ 

図７ Ｍ小学校の校内体制 



 

（２）Ｎ校教員への質問紙調査による成果と課題の把握 

Ｎ校の教員に対し、地域連携の取り組みやコミュニティ・スクール導入後の成果や課題

について、７月と１月の２回質問紙調査を行い、調査からわかったことを分析・検討した。 

調査結果から、Ｎ校の地域連携の取り組みが「特色ある学校づくりの推進」や「生徒の

自主・自立の推進」「地域の活性化」などの成果につながっていることがわかった。２回目

の調査では、どの項目においても肯定的な評価の数値が上昇し、意識が高まっているとい

うことがわかった（図８）。コミュニティ・スクール導入後の成果については、２回目の調

査では｢学校と地域の情報の共有化｣や「外部人材の活用のしやすさ｣「学校に対する地域の

理解の深まり」など肯定的な評価の数値が上昇し、学校と地域の連携が推進されてきたこ

とが窺えた。また、高等学校における地域連携の必要性については｢必要である｣と回答し

た教員が増え「必要だが、教育活動の中で行うことは負担」と回答した教員は減少した。

調査結果の比較から、Ｎ校教員の意識の変化がみられた。これらの変化は、これまで継続

してきた取り組みの成果であったり、年度末の時期に生徒の学びの成果がみられたことだ

ったりと、様々な要因が関連していると考えられが、コミュニティ・スクールの導入によ

る地域との関わりが意識の変化につながっているのではないかと考えられる。 

今後は、地域連携の取り組みを、学校行事や各教科の指導に取り入れ、計画的に教育活

動全体で取り組んでいくことで、実施時間の確保が行われたり、それぞれの教員の役割分

担がされたりすることで多忙化の

課題解決にもつながっていくので

はないかと考えられる。また、今年

度行われた学校運営協議会であげ

られた議題や協議内容について教

員全体で共有することで、今後の

地域連携の取り組みに対し、教員

から学校運営協議会への要望や提

案が行われ、学校運営協議会委員

の協力が得られるという可能性も

あるのではないかと考えられる。 

３ コミュニティ・スクールの有用性周知の不十分さへの対応 

県内高等学校における地域連携に関する調査において、その成果は認識しているものの、 

取り組みを行う際の負担感、多忙化を感じている教員が多いという課題がわかった。 

この課題を解決するための一つの手立てとして、学校全体において、生徒の主体性や協

働性の育成につながるという成果を理解した上で、地域連携の取り組みを行うことが必要

になるのではないかと考えられる。小・中学校では、地域連携の取り組みを行う際に、学

校行事や各教科と関連させた学びを行っているが、高等学校では「総合的な探究の時間」

として取り組んでいる学校が多く、学校行事や各教科との結びつきについての意識は低い。

そこで、今後、教育活動全体で地域連携の目的を共有し、そのための校内の組織体制を構

築していく必要があるのではないかと考える。教員の多忙な状況を想定し、コミュニティ・

スクールの情報を提供することが、今後コミュニティ・スクールの導入の推進につながる

と期待し、有用性のある周知を考えることとした。 

図８ 地域連携の取り組みによる成果(比較) 



 

Ⅳ 課題解決のための実践と提案 

 Ⅱ章の地域連携に関する調査結果と、Ⅲ章の現状把握のための実態調査から明らかにな 

った点を踏まえ、その課題を解決するための実践を行った。 

１ コミュニティ・スクールの周知を目的にしたパンフレット作成 

県内教員を対象に、地域連携の取り組みの成果の理解や、継続可能な校内の体制の構築、

コミュニティ・スクールの仕組みと役割、全国の事例などを知ってもらうためのパンフレ

ットの作成を行った。パンフレットを作成する際は、県内管理職（16 名）、県教育委員会

事務局（1 名）に質問紙調査を依頼し、その結果を参考にして必要な情報や周知のための

方法等を盛り込んで作成した

（図９）。パンフレットは、研修

の機会が少ない現場の教員が、

自主的に短時間で目を通せるよ

うに情報量を絞り、紙媒体（Ａ４

のワンペーパー表裏）の形式で

作成した。実際に研修会等でも

活用できるように、パンフレッ

トはパワーポイントのソフトを

使い、この資料が一枚あれば研

修会等で活用できるようにし

た。 

２ コミュニティ・スクールに関する教員向け研修会の提案 

 県内教員に向けて、このパンフレットを活用した研修会の実施について提案する。 

研修会は、プレゼンテーションのスライドを活用し、パンフレットの説明をしながら行

うことを想定した。説明は、管理職、または地域担当の教員などが行い、パンフレット読

み進めることで理解が進むように、アニメーションを設定したスライドを作成した（図 10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 研修会用プレゼンテーションのスライド（一部） 

図９ コミュニティ･スクールの情報提供パンフレット 



 

Ⅴ おわりに 

本研究の目的は、本県高等学校における地域連携の現状についての調査により、その成 

果と課題を明らかにし、本県高等学校においてコミニュティ・スクール導入の可能性を探

ることであった。Ⅱ章では、コミュニティ・スクール導入している高等学校を対象とした

全国の調査と、県内の高等学校における地域連携に関する調査結果から、成果と課題を明

らかにすることができた。Ⅲ章では、県内小・中学校の地域連携の取り組みの実態を調査

し、地域の特性・特色を生かした学校と地域の協働による学校支援体制づくり、地域連携

の取り組みの校内体制の構築、学校の組織としてのマネジメント力の大切さを理解するこ

とができた。Ⅳ章では、課題解決のための実践と提言として、県内教員向けのコミュニテ

ィ・スクールの情報提供のためのパンフレット作成をすることができた。今後、研修会を

実施し、実際に有効性のある周知の方法かどうかの検証を行う予定である。 

 研究を進める中で、今後、本県の高等学校で、コミュニティ・スクールの導入が推進さ

れるためには、さらに教員への有効な周知が必要であると感じた。今回個人として行った

実践の周知の方法は限界があった。さらに有効な方法は、組織として行う周知のあり方の

検討である。加えて、組織として行う導入推進の手立てとしては、県単位でコミュニティ・

スクールの推進に向けたチームとしての連携・協働の強化を図ることや、教職員を含む学

校関係者、保護者、地域関係者に対する積極的な普及・啓発を行うこと、コミュニティ・

スクールの導入について検討を行っていない高等学校への周知、地域の小中学校との合同

で行う学校運営協議会の実施、管理職のマネジメント力向上のための研修会の実施、学校

施設の積極的な開放等による地域の学びの場づくりの推進、コミュニティ・スクールの取

り組みの充実を図るために学校裁量で支出できる運営経費の措置、などが考えられる。 

 今後は、今回の研究を進める中で得た知識や実践事項を現場で活かし、本県高等学校の

地域とともにある学校づくりの実現のため、コミュニティ・スクールの導入の推進に関わ

っていきたいと考える。 
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